
The Tokyo-Cambridge Gazette 
In Search of Japan’s Global Strategies 

2010 年秋から筆者の活動の中心を東京に移した。ケンブリッジの研究者との関係を維持しつつも、米中両国、東南アジア、そして欧州の研究者との関係を強化し、
グローバルな視点から読者諸兄姉と共に日本の将来を考えてみたい。従ってタイトルも Tokyo-Cambridge Gazette に変更する。 
  
『東京=ケンブリッジ・ガゼット: グローバル戦略編』 

第 199 号 (2025 年 11 月) 
キヤノングローバル戦略研究所 研究主幹 栗原 潤 

小誌は大量の資料を網羅的かつ詳細に報告するものではない—筆者が接した情報

や文献を①マクロ経済、②資源・エネルギー、環境、③外交・安全保障の分野に

関し整理したものである。紙面や時間の制約に加えて筆者の限られた能力という

問題は有るが、小誌が少しでも役立つことを心から願っている。 

彼れを知りて己れを知れば、百戦して殆 (あや)うからず。 
彼れを知らずしよて己れを知れば、一勝一負す。 
彼れを知らず己れを知らざれば、戦う毎に必ず殆うし。    (孫子) 

Know the enemy and know yourself; In a hundred battles you will never be in peril. 
When you are ignorant of the enemy but know yourself; Your chances of winning or losing are equal. 
If ignorant both of your enemy and of yourself; You are certain in every battle to be in peril.  (Sunzi/Sun Tzu)  
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1. Tokyo-Cambridge Gazette: グローバル戦略編第 199 号 

10 月はノーベル賞を受賞した研究者に関して内外の友人達と議論をした。  
10 月 6 日に坂口志文教授が、続いて 8 日には北川進教授がノーベル賞を受賞した。一日本人として嬉しいこと限りない。また 13 日、

ジョエル・モキイア、フィリップ・アギヨン、ピーター・ホウィットの 3 教授が経済学賞を受賞した。  
Innovation に関心を抱く筆者は経済学賞受賞者である 3 教授の業績を高く評価してきた。筆者はモキイア教授の本を 2022 年に東京大学

での講演で、また小誌昨年 7 月号で記したヘルシンキでの講演で触れている(A Culture of Growth, 2016)。アギヨン教授はHarvard 大学時代に
アセモグルMIT 教授と共に多くの業績を残したが、小誌での紙面の制約上、主著者であるアセモグル教授の名だけを記して、彼の名前が
隠れた著作が多い。だが、今年 7 月号の中では教授の名に触れている。ホウィット教授に関しては小誌 2023 年 9 月号の 2 で、アギヨン、
ホウィット両教授の業績に関する書籍を記した(The Economics of Creative Destruction: New Research on Themes from Aghion and Howitt, Harvard 
University Press, 2023)。アギヨン=ホウィット論文は画期的だった。シュンペーター先生が提唱した“創造的破壊”をモデルとして提示し、
innovation による“創造”だけでなく“破壊”にも目を配り、“innovation が生む負の外部性(negative externalities of innovation)”という事象(既存の
製品・技術を陳腐化させ価値を減価させる事象)を明示した(“A Model of Growth through Creative Destruction,” Econometrica, Vol. 60, no. 2, 1990)。  
現在の目覚ましい AI 技術の進歩、例えば 9 月 30 日に OpenAI が公表した Sora 2 を観察していると、無視する事の出来ない negative 

externalities の影響を感じてしまう。尚、彼等の業績評価に関し、米 think tank (Manhattan Institute)のアリソン・シュレイダー氏やOxford や
King’s College London(KCL)で活躍するダニエル・サスキンド教授の解説が参考になる(PDF 版の 2 参照)。  
坂口志文教授の好きな言葉は“運鈍根”。北川進教授の好きな言葉は『後漢書』「銚期王霸祭遵列傳」の中の言葉「疾風知勁草(疾風に勁草を

知る)」や『莊子』「人間世」の「無用之用」とのこと。また北川先生は「アイデアは斬新なほどたたかれる」と語っている。両教授の言葉は、
独創的な見解は往々にして大勢の人から非難され無視される事を示唆している。科学技術であれ、思想であれ、芸術であれ、簡単に受け
入れられる事は滅多に無いのだ。日本人初のノーベル賞受賞者湯川秀樹先生も学説を彼が当時所属していた大阪帝国大学で、そして東京
の理化学研究所と東京帝国大学で話した時、誰からも賞賛を受けなかった。訪日した物理学者ニールス・ボーア博士からも評価されず、
仁科芳雄先生も、湯川先生の仮説を評価する事に戸惑ったらしい。1937 年にライプツィヒ大学に留学した朝永振一郎先生は「ヴェルナー・
ハイゼンベルク博士が、湯川理論をボーア先生が理解しなかった事を不思議がっていた」と後年記している。  
柏原正樹教授が日本人初のアーベル賞受賞者になった事も喜んでいる。と同時に、アーベル自身、5 次以上の一般方程式の代数的解答

が不可能である事を証明したが、ガウス大先生は理解出来なかった事を思い出している。坂口先生や湯川先生の例が示す通り、研究者は
孤独を覚悟しなくてはならないのだ。友人達と『莊子』の中の言葉「人皆有用の用を知りて、無用の用を知ることなきなり; 人皆知有用之用，
而莫知無用之用也; All men know the advantage of being useful, but no one knows the advantage of being useless」に首肯している。  
シンガポールの友人達は、「日本はノーベル賞受賞者が多く、優秀な技術者も多いのに、研究成果や経済的成果が芳しくないのは何故か?」と

頻繁に尋ねる。筆者の応えは次の通り—「日本には勤勉で優秀な人が大勢いる。そうした人は協力して組織内で活躍するとは限らない。組織内
に適切な機能分担体制が無く、目標達成に向けて組織を管理するリーダーを欠くと、組織は機能不全に陥るのだ。交響楽団で喩えればバイオリン
奏者やフルート奏者といった演奏者は皆優れている。だが、指揮者やコンサートマスターの指導力、そして楽団を支える人々が問題なのだ」。 
これに関連して、たとえ個々の専門家が一流であっても、複数の専門家が協力して組織的に働かなければ成果が出ない事を、ピーター・

ドラッカー先生が述べた事を次の様に友人達に伝えた(The Effective Executive, 1966):  
知識労働者は通常ただ一つの事を良く学ぶ事で、成果を上げる事が出来るのだ。即ち専門家になりさえすればよい。だが、それが意味する

事とは、或る一分野の専門は一つの断面でしかなく不毛なものなのだ。最終的成果を出す前には、個別の専門的成果が、他の専門家の成果と
統合されなければならない(He [knowledge worker] can, as a rule, be effective only if he has learned to do one thing very well; that is, if he has specialized. 
By itself, however, a specialty is a fragment and sterile. Its output has to be put together with the output of other specialists before it can produce results)。 

日本には定型業務を効率的に行う人が大勢いる。この事自体悪い事ではない。だが、それが故に非定型作業を臨機応変に行う人は他国
に比して相当に強い社会的プレッシャーを受ける。そのプレッシャーを振り払って自己実現した人が坂口先生や北川先生なのだ。 

 

トランプ政権の経済政策は、世界中に混乱を拡散させている。  
米国の関税政策が世界中に不確実性を蔓延させている。IMF は 10 月 14 日に公表した 2 つの資料に背筋が寒くなるような表題を付けた

(“World Economic Outlook: Global Economy in Flux, Prospects Remain Dim”、“Global Financial Report: Shifting Ground beneath the Calm”、PDF 版 2 参照)。
また英国の経済評論家マーティン・ウルフ氏は、15 日のFinancial Times 紙上に小論(“The World Economy in an Age of Disorder”)を発表した。
その直前の 14 日、JPMorgan Chase のジェイミー・ダイモン CEO は金融市場での警戒感を高める必要性を語った。金融市場のみならず、
財・サービス市場、特に global supply chains に看過出来ない歪みが生じている。19 日、クリステーヌ・ラガルド欧州中央銀行(ECB)総裁は、
米CBS のTV 番組(“Face the Nation”)に出演し、関税政策によって世界経済が傷つくと同時にAI の発達によって大きく構造変化を遂げると
語った。しかも当然の事として米国関税政策は自国経済自身に大きな傷を与えている(Yale 大学Budget Lab の資料、PDF 版 2 参照)。  
水面下での交渉は別にして米中貿易戦争が激化する中、スコット・ベッセント財務長官は 15 日に中国のレアアース輸出規制に対して

厳しい見解を表明した。翌日、Wall Street Journal 紙は社説で直ちに政権を批判した(“Allies United against China on Rare Earths”、PDF 版 2 参照)。
同紙は長官の対中批判を是とする一方、米国が関税を通じて同盟国・友好国の産業基盤や supply chains を傷付けている事を批判している。
小誌 5 月号で記したが、対中貿易戦争を開始するなら、自国(及び同盟国)の戦略物資の対中依存度を慎重に事前調査しておくべきだった。
筆者は「米国は“一連の政策の順序(sequence of policies)”が間違っている。レアアースに関し 10 月 20 日公表の米豪合意のような“代替供給先”の確保
や“不使用技術(rare-earth-free technologies)”の開発を推進した後に、対中戦略に臨むべきだった」と友人達に語った。 
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人々がたやすく同意する事とは、優れたいかなる課題よりも、負の感情を生み出す問題、例えば

敵に対する憎悪や富裕層に対する羨望といった事なのである。 … 敵は例えば“ユダヤ人”や“帝政

ロシアの豪農・悪徳商人・高利貸し等の搾取階級(кула́к)”といった内なる敵であれ、外敵であれ、

全体主義の指導者の武器庫の中に必須の武器である。      (フリードリヒ・フォン・ハイエク)  

It is easier for people to agree on a negative problem—on the hatred of an enemy, on 
the envy of those better off— than on any positive task. . . . The enemy, whether he 
internal, like the “Jew” or the “kulak,” or external, seems to be an indispensable requisite 
in the armory of a totalitarian leader.                 (Friedrich August von Hayek)  
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トランプ政権の外交政策が国際政治に大きな変化をもたらしている。  
筆者は米国経済界の動向を注視している。彼等こそが世界の将来に関して、最も大きな影響力を持っていると考えているからである。

こうした理由から小誌ではWall Street Journal(WSJ)紙の中で注目した記事を、PDF版2で掲載している(米中問題に関しては中国語版も掲載)。
米国経済界はトランプ政権の予想が難しい世界戦略に対して柔軟な対応を迫られている。そうした動きの中で、筆者が先月注目したのは
①前述したダイモンCEO と②Apple のクックCEO の動きだ(PDF 版 2 参照。クック氏の動向については Bloomberg 誌の記事に言及)。  
ダイモン氏は 13 日、JP Morgan が安全保障関連投資に注力する事を記した小論を発表した(“Our Investments for National Security”)。同氏は、

米国が“自由の砦(the bastion of freedom)”で“民主主義の兵器廠(the arsenal of democracy)”である事を強調し、今後 10 年、1.5 兆ドルを“Security 
and Resiliency Initiative”として(1)Supply chains や製造技術、(2)国防・宇宙、(3)エネルギー、(4)AI、Cyber、量子技術に投資する事を述べた。
国防関連投資に関して彼は「敵国や潜在敵国は待ってはくれない(Our adversaries and potential adversaries aren’t waiting)」と緊急性を訴えている。
筆者は、「香港での JP Morgan のプレゼンスは大きく、現地の IPO の動きに乗じて欧米の金融機関が香港での事業を拡大している事を勘案すれば、
ダイモン氏の発言を引き続き注目しなくてはならない」と友人達に語った(PDF 版 2 のFinancial Times 紙 10 月 21 日付社説も参照)。 

Apple の動きも複雑だ。米中摩擦を懸念しベトナムでの事業を強化する一方、中国での投資も拡大する方針を採っている(PDF 版の 2、
“Apple to Build Tabletop Robot and Home Hub in Vietnam”、“Apple’s Cook Vows to Boost Chinese Investment during Visit”(両方とも 10 月 15 日)を参照)。 

 
ノーベル平和賞を渇望するトランプ氏の言動は、中東と欧州を巡る国際紛争の解決に向けて忙しい。だが、その成果はどうだろうか。

大統領は 13 日、エルサレムで「戦争の終わりだけでなく、恐怖と死の時代の終わりであり、信仰と希望、更には神の時代の始まり(not only the end 
of a war, this is the end of an age of terror and death and the beginning of the age of faith and hope and of God)」と語った。限られた情報を基にして感想を
述べる事しか出来ない筆者だが、トランプ氏ほど楽観的でない。そして中東に関して、Harvard の欧州問題研究所(CES)で、故スタンリー・
ホフマン教授から教わったレイモン・アロン氏の本(Penser la guerre, 1976 (邦訳『戦争を考える』))の中の意味深長な最後の文章を思い出した
—「私は…イスラエル人それともパレスティナ人、3 つの聖典に基づく宗教の聖地をどちらが正当に要求出来るのか、法廷が下す事を待ち望む
(J’attends qu’un tribunal decide qui, des Israéliens ou des Palestiniens, revendique à bon droit la terre sacrée pour les trois religions du Livre)」。 

 
トランプ氏の言動はロシアとウクライナとの間で振り子の様に揺れ動いている。予見し難い超大国米国の言動を前提にして、欧州諸国

は独立色を強める形でロシアからの脅威に備えている。現在、欧州諸国はロシアによる drones の侵入や cyber attacks に悩まされている。
こうした中、フリードリヒ・メルツ独首相に対する interview が 13 日の Frankfurter Allgemeine Zeitung 紙に掲載されたが、筆者はその表題
を見て驚いた—「ドイツは欧州で最強の非核・従来型軍隊を編成(Wir wollen die stärkste konventionelle Armee in Europa aufbauen)」。これを読んで、
筆者は停滞する経済と右傾化する政治の下で果たしてドイツが強力な軍隊を編成出来るのか、友人達と議論を続けている。 
ドイツの右傾化に関して①小誌前号の 2 で示した独 think tank(経済社会研究所(WSI))による報告書や②今月号の 2 で示したコンラート・

アデナウアー財団(KAS)の報告書が興味深い。報告書は極右政党(AfD)の危険性を指摘していると同時に、将来における政情の不安定性を
警告している。①の報告書のAfD 対抗策に筆者は苦笑した。移民・難民・(無策の)政権に対する人々の不満を利用し、AfD は“民主制度下
の感情化(demokratischer Emotionalisierungen)”を図り、人々の理性を惑わしている点を指摘している。報告書は、この事態への対応策として
冷静に希望を語る建設的な“民主制度下の感情化”に努める事を提言した。筆者は「感情を基に人々を結束させるには、幸福・希望という“正”
の感情よりも、“不幸・失望”という“負”の感情の方が容易である事は、フリードリヒ・フォン・ハイエク大先生が既に語っている。だから対応策と
しては効果が薄いと思う」と語った次第だ(PDF 版 p. 2 のヘッダー参照)。そしてHarvard Kennedy School(HKS)で友人達とピッパ・ノリス教授
の本について約 10 年前に議論した事を思い出している(Radical Right: Voters and Parties in the Electoral Market, Cambridge University Press, 2005)。 

 
欧米社会の右傾化は日本にとって決して遠い国の話ではなく、日本も同じ潮流の中にいると海外は見ている(例えば PDF 版 2 のWall Street 

Journal, “Japan’s Ruling Party, Following Global Trend, Veers Right,” October 5 やReuters, “Japan’s Far-Right Party Courts Trump Allies,” October 10 を参照)。 
しかもロシアと対峙している欧州諸国は、ロシアを背後から援助する中国・北朝鮮の行動にも神経を尖らせているのだ。このため 15 日、

マルク・ルッテ NATO 事務局長はブリュッセルにおける記者会見の場で次の様に語った:  
豪州・ニュージーランド・日本・韓国…NATO 用語では the IP4、インドパシフィック 4。… 何故なら我々の認識では、欧州大西洋とインド

太平洋は 2 つの離れた戦域だとは考えられないからだ(Australia and New Zealand and Japan and South Korea . . . in NATO parlance, the IP4, the Indo-
Pacific Four. . . . Because we acknowledge that the Euro-Atlantic and the Indo-Pacific cannot be seen as two separate theatres)。 

まさしくルッテ事務局長が語った通り、サイバー時代・宇宙時代の現在では、殆ど全ての問題をグローバルに考えなくてはならないのだ。 
 

10 月も先月に引き続き、AI・ロボット技術に関して友人達と議論した。 
小誌先月号でも記したがAI・ロボット技術は未だ揺籃期であるため、様々な課題と異なる評価が混在している。それ自体は当然であり、

こうした中、我々の責務は人類に役立つAI・ロボットを効果的・効率的に開発・事業化する方策を探求する事であると考える。  
先月はAI に関し①AI 活用の難しさ、②AI と倫理問題を議論した。①では最初に小誌前号の 2 に記したMIT の報告書(“The GenAI Divide”)

に触れる。既に日本でも紹介されたが、巨額のAI 関連投資にもかかわらず、95%の組織が AI の活用に失敗している事を記した報告書だ。
報告書は大多数の組織がAI を導入したものの、AI を効率的に活用してない問題を指摘している。これに関し、MIT のアセモグル教授も
たとえ“道具(AI)”が良くても、AI を使いこなせる“ヒト”が不足している問題を指摘している(PDF 版 2 のBloomberg, “The Real AI Risk Is . . .,” 
October 10 を参照。またMcKinsey, “Technology Trends Outlook 2025,” July 2025 も参照)。 
効果的な AI 活用に関して、米国海兵隊指揮幕僚大学でAI を利用した際の教訓を記した小論が非常に示唆的だ(Chapa and Cantu, “Human-

Machine Planning: AI Lessons from the Marine Command and General Staff College,” PDF 版 2 参照)。その教訓とは(1)効果的なAI 活用法として、作業
の初期的段階において、“多角的視点から思考する(divergent thinking)”際に AI を用いる事、(2 大規模言語モデル(LLM)は誤答をする事
(hallucinate)を認識した上で利用する事、(3)習熟の重要性。AI の誤答に直面すると、AI に興味を失う人が多い。だが、忍耐強く AI の活用
を継続する事が重要、(4)AI 活用は個人で単独で行うより、集団で個々人が相互に補完し合う事。即ちチーム構造の innovation が必要な事、
以上 4 つの教訓だ。結論として問題はAI 技術の限界ではなく、AI 活用方法の限界を克服する事。即ち technological innovation より、活用
する組織の structural innovation が重要だと著者は指摘している。これらの教訓に関連し、9 月 2 日にForbes 誌のwebsite に掲載された或る
専門家の警句を思い出した—「愚者は道具を持っていても、やはり愚者(A fool with a tool is still a fool)」という警句がある。AI の場合も同じ
であり、A fool with an AI tool is still a fool なのだ、と。筆者は思わず笑うと同時に自らの AI literacy を高める事を改めて銘記した。  
②AI と倫理に関しては、クリスタリナ・ゲオルギエバ IMF 専務理事が 9 月 23 日にMaryland 大でのGlobal AI Summit で“The AI Economy”

という演題で登壇し、また世銀グループ(WBG)・IMF 年次総会初日である 10 月 13 日に市民団体の前で講演した際、IMF が AI の規制・
倫理を重視した“AI 準備度指数(AI preparedness index)”を作成したと語った。この IMF の動きについて、内外の友人達と議論した。  
ロボットに関しては軍民両術(DUT)としてのロボット技術開発動向に関する議論が中心となった。15 日深夜、米Breaking Defense 誌から

email が届いた—“Drones Dominate AUSA 2025”。米国陸軍協会(AUSA)の会合に併設された展示会での新型兵器は殆ど drones だったのだ。
後日、同誌は詳報を提供している(“Drones, Drones Carrying Drones and Counter-Drones on the AUSA Show Floor”、PDF 版 2 参照)。軍用の drones は
ウクライナが実戦を通じ急速に発展させている。欧州の政策を研究する米 think tank(CEPA)は、ウクライナの民間企業家から軍の精鋭 drone
部隊(Yasni Ochi/Ясні Очі, or Clear Eyes)の指揮官に転じた人の活躍を伝えている(“Ukraine’s AI Drones Hunt the Enemy”、PDF 版 2 参照)。  
我々の関心は民間用 drones だが、ウクライナだけでなく中露両国、更には米欧亜の軍事用 drones 開発の動きも注視する必要がある。 
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‘(組織の)内部での一貫性が、効率性よりも高く評価されるのだ’。これこそが‘ピーターの(法則

に関する価値の)転倒’である。… 普通の無能さは解雇の原因とはならず、ただ昇進にストップ

がかかるだけだ。しかし、驚異的な有能さはしばしば解雇の原因になるのだ。‘何故なら組織内

の階層上の秩序を混乱’させ、‘組織内の階層における秩序は維持されるべき’という第一の戒律

を破るからだ。                             (ローレンス・J・ピーター & レイモンド・ハル) 

Internal consistency is valued more highly than efficient service: this is Peter’s 
Inversion. . . . Ordinary incompetence . . . is no cause for dismissal: it is simply a bar to 
promotion. Super-competence often leads to dismissal, because it disrupts the hierarchy, 
and thereby violates the first commandment of hierarchal life: the hierarchy must be 
preserved.                                 (Lawrence J. Peter and Raymond Hull)  
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2. 情報概観  紙面の制約上、原則、参考になると筆者が判断した最新情報のみを掲載し解説や関連資料は一切省略。 
 
マクロ経済: Macroeconomics—Books, Papers, and Articles 
Bains, Parma et al., 2025, “AI Projects in Financial Supervisory Authorities,” Working Paper WP25/199, Washington, D.C.: International Monetary 

Fund (IMF), October. 
Bloomberg (Allison Schradar), 2025, “A Zombie Economy Could Be America’s Future,” October 13. 
Bloomberg (Allison Schradar), 2025, “Five Economic Lessons from a Nobel Winner This Year,” October 14. 
Bloomberg (Mark Niquette), 2025, “Credit-Card Data Show Softer US Retail Sales as Shutdown Delays Report,” October 16. 
Bloomberg, 2025, “China Home Prices Drop Faster Even as Top Cities Ease Rules,” October 20. 
Der Spiegel, 2025, „Als Gegenpol zur Wall Street: Merz fordert gemeinsame EU-Börse“, October 16. 
Economist, 2025, “Consequences Be Damned. China Loves Its Own Economic Model,” October 13. 
Financial Times (Editorial), 2025, “Japan’s Next PM Needs Takanomics, not Abenomics,” October 8. 
Financial Times (Claire Jones and Sam Fleming), 2025, “America’s Gravity-Defying Economy,” October 18. 
International Monetary Fund (IMF), 2025, “Global Financial Stability Report: Shifting Ground beneath the Calm,” Washington, D.C.: October. 
International Monetary Fund (IMF), 2025, “World Economic Outlook: Global Economy in Flux, Prospects Remain Dim,” Washington, D.C., October. 
Politico.com (David Cohen), 2025, “Global Economy 'Yet to Feel the Pain' from Tariffs, European Central Bank President Says,” October 19. 
Rajan, Raghuram, 2025, “Could Central Banks Ease Too Much?” Financial Times, October 17. 
Reuters (Andrea Shalal), 2025, “IMF’s Georgieva Says Countries Lack Regulatory, Ethical Foundation for AI,” October 13. 
Reuters (David Lawder and Andrea Shalal), 2025, “Bessent Urges IMF, World Bank to Take Tougher Stance on China's Economic Practices,” October 18. 
Rodrik, Dani, 2025, “We Should Seek Local Solutions to Our Global Problems,” Financial Times, October 16. 
Sorkin, Andrew Ross, 2025, “The Risk That Built America,” New York Times, October 18. 
Susskind, Daniel, 2025, “What Nobel Economics Prize Winners Teach Us about Growth,” Financial Times, October 15. 
Wall Street Journal (Justin Lahart and Konrad Putzier), 2025, “It’s Jobs Friday without a Jobs Number: Here’s Where to Look for Alternatives,” 

October 3. 
Wall Street Journal (Greg Ip), 2025, “Gold Rally Points to Eroding Faith in Central Banks Worldwide,” October 8. 
Wall Street Journal (Amrith Ramkumar and Lingling Wei), 2025, “China’s Rare-Earth Escalation Threatens Trade Talks—and the Global Economy 

[中国升级稀土管制威胁到贸易谈判和全球经济],” October 9. 
Wall Street Journal (Hannah Miao and Yoko Kubota), 2025, “Trump’s Fresh Tariff Assault Threatens China’s Fragile Economy [特朗普再掀关税攻

势, 中国本已脆弱的经济面临威胁],” October 12. 
Wall Street Journal (Justin Lahart), 2025, “AI Is Juicing the Economy. Is It Making American Workers More Productive? [AI 为经济注入活力，但

它让美国人工更高效了吗?]” October 13. 
Wall Street Journal (Nicholas G. Miller), 2025, “Tricolor Collapse Should Be Warning to Everyone, Jamie Dimon Says,” October 15. 
Wall Street Journal (Nick Timiraos), 2025, “Shutdown Leaves Fed in Dark on Data as It Weighs Next Rate Move,” October 16. 
Wall Street Journal (Jonathan Weil), 2025, “Is the Flurry of Circular AI Deals a Win-Win—or Sign of a Bubble?” October 22. 
Wolf, Martin, 2025, “The World Economy in an Age of Disorder,” Financial Times, October 15. 
Yale University, Budget Lab at Yale, 2025, “State of U.S. Tariffs,” New Haven, CT., October 17. 
Xīnhuá Wǎng/Xinhua Wang (Xinhuanet/«新华网») (Wáng Yǔxiāo (王雨萧) and Zhāng Xiǎojié (张晓洁)), 2025, “Qián Sān-jìdù Zhòngguó GDP 

Tóngbǐ Zēngzhǎng 5.2% [China's GDP grew by 5.2% year-on-year in the first three quarters/前三季度中国 GDP 同比增长 5.2%],” October 20. 

 
マクロ経済: Macroeconomics—Conferences, Workshops and Seminars 
October 8: (an online event, Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “China's Economic Outlook: Challenges and 

Opportunities.” 
October 9: (Washington, D.C.) Peterson Institute for International Economics (PIIE): “Global Economic Prospects: Fall 2025.” 

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Books, Papers, and Articles 
Bloomberg (Robert Tuttle), 2025, “China’s Appetite for Canadian Oil Heads for All-Time High,” October 16. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Justin Rowlatt), 2025, “Renewables Overtake Coal as World's Biggest Source of Electricity,” October 7. 
Financial Times (Eva Xiao and Jana Tauschinski), 2025, “The Costs of Trump’s Campaign to Censor Climate Science,” October 19. 
International Energy Agency (IEA), 2025, “Renewables 2025: Analysis and Forecasts to 2030,” Paris, October.  
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “The United Nations Is About to Tax You,” October 14. 

 
資源・エネルギー、環境: Resources, Energy, and Environment—Conferences, Workshops and Seminars 
September 29~October 3: (Brussels) Hydrogen Europe: “European Hydrogen Week 2025.” 
October 15~17: (Moscow) Roscongress (Росконгресс) and Ministry of Energy (Министерство энергетики РФ): «Russian Energy Week (REW) 

(Российская энергетическая неделя (РЭН))». 

 

外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Books, Papers, and, Articles 
ABC News (Bill Hutchinson), 2025, “Trump Declares End of Israel-Hamas War, But Experts See the Hard Work as Just Beginning,” October 14. 
Anduril Industries, 2025, “Anduril’s EagleEye Puts Mission Command and AI Directly into the Warfighter’s Helmet,” Costa Mesa, CA, October 13. 
Atalan, Yasir, 2025, “How Russia Is Escalating the Drone Arms Race,” Foreign Policy, September 23. 
Bloomberg (Sakura Murakami and Akemi Terukina), 2025, “What’s Driving the Far-Right Voters Who Shook Japanese Politics,” October 3. 
Bloomberg (Lizette Chapman and Felice Maranz), 2025, “Palantir Rebuts Report on Security Flaws After Stock Falls,” October 4. 
Bloomberg (Shawn Donna et al.), 2025, “China Hawks Grow Queasy over Trump’s Push for Deals with Beijing,” October 6. 
Bloomberg (Manuela Tobias and Patrick Gillespie), 2025, “Trump Says He’d Be ‘Very Upset’ by Chinese Military in Argentina,” October 15. 
Bloomberg, 2025, “Bessent Calls China Trade Negotiator ‘Unhinged’ Wolf Warrior,” October 16. 
Bloomberg (Lauren Dezenski and Josh Wingrove), 2025, “Trump Says Threatened Tariffs on China ‘Not Sustainable,’” October 17. 
Boot, Max, 2025, “The Dilemma of Duty under Trump: What His Assault on the U.S. Military Means for America,” Foreign Affairs, October 15. 
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残念ながら、巷間、いわゆる象牙の塔の中に居る思想家の自立が唱えられている

にもかかわらず、(思考能力ほど)弱い人間の能力は他に無い。実際、暴政の下では

考えるより行動する方が遥かに容易である。               (ハンナ・アーレント) 

Unfortunately, and contrary to what is currently assumed about the proverbial ivory-tower 
independence of thinkers, no other human capacity is so vulnerable, and it is in fact far easier to act 
under conditions of tyranny than it is to think.                                (Hannah Arendt)  
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Breaking Defense (Sydney J. Freedberg Jr.), 2025, “Air Force AI Writes Battle Plans Faster Than Humans Can — But Some of Them Are Wrong,” 
September 26. 

Breaking Defense (Tim Martin), 2025, “Denmark Commits $4.5 Billion for Additional F-35 Jets, Invests in Arctic Defense Spending Plan,” October 10. 
Breaking Defense, 2025, “Drones, Drones Carrying Drones and Counter-Drones on the AUSA Show Floor,” October 22. 
Bremer, Maximilian K. and Kelly A. Grieco, 2025, “Fighting China, Fast and Slow: The Real Logistics Challenge in the Taiwan Strait,” Foreign 

Affairs, October 10. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Abdujalil Abdurasulov), 2025, “The New AI Arms Race Changing the War in Ukraine,” October 10. 
Cable News Network (CNN) (Victoria Butenko et al.), 2025, “Russia Attacks Ukraine with One of the Largest Aerial Assaults of the War, Killing Four 

and Injuring Dozens,” September 28. 
Cable News Network (CNN) (Chris Lau et al.), “Trump Urges Hamas and Israel to Move Forward on Gaza Plan as Negotiators Head to Cairo,” October 5. 
Campbell, Kurt M., 2025, “The U.S.-China Crisis Waiting to Happen: Beijing’s Reluctance to Engage with the U.S. Military Has Never Been More 

Dangerous,” Foreign Affairs, October 6. 
Chapa, Joseph O. and Sofia Cantu, 2025, “Human-Machine Planning: AI Lessons from the Marine Command and General Staff College,” War on the 

Rocks, October 14. 
CNBC (Dan Mangan), 2025, “Trump Puts Extra 100% Tariff on China Imports, Adds Export Controls on ‘Critical Software,’” October 10. 
Der Spiegel (Katharina Graça Peters), 2025, „Die Eiserne Lady von Tokio“, October 4. 
Der Spiegel (Timo Lehmann), 2025, „Wie Merz die AfD von der Macht fernhalten will“, October 20. 
Deutsche Welle (DW), 2025, „Deutschland: Abschuss von Drohnen soll bald möglich sein“, October 8. 
Die Welt, 2025, „Drohnensichtungen am Flughafen München – ‚Abschießen statt abwarten!‘, fordert Söder“, October 3. 
Die Zeit (Felix Lill), 2025, „Eine Frau an der Macht – und das Land rückt weit nach rechts“, Oktober 21. 
Dimon, Jamie, 2025, “Our Investments for National Security,” Wall Street Journal, October 13. 
Economist, 2025, “Moldova Defies Russia by Re-electing Its Pro-European Government,” September 29. 
Economist, 2025, “Vladimir Putin Is Testing the West—and Its Unity,” October 2. 
Economist, 2025, “Ukraine’s Hellfire Is Intensifying the Kremlin’s Fuel Crisis,” October 5. 
Economist, 2025, “The America v China Spat Reveals a Dangerous Dynamic,” October 15. 
Economist, 2025, “Japan’s Wartime History Causes Contemporary Problems,” October 16. 
Economist, 2025, “Australia’s Ambitious New Push to Counter China,” October 16. 
Economist, 2025, “Takaichi Sanae Becomes Japan’s First Female Prime Minister,” October 21. 
Economist, 2025, “How to Make Immigration Palatable in a Populist Age,” October 22. 
Economist, 2025, “Why China Is Winning the Trade War,” October 23. 
Easterly, Jen, 2025, “The End of Cybersecurity: America’s Digital Defenses Are Failing—but AI Can Save Them,” Foreign Affairs, October 16. 
Ferguson, Niall, 2025, “The Disrupter in Chief Gets Transformational Results at Home and Abroad [‘颠覆统帅’特朗普重塑了内政外交, 但仍面临

中国问题大考],” Wall Street Journal, October 15. 
Financial Times (Aiden Reiter), 2025, “Japan Gets déjà vu over Trump Tariff Tensions,” October 1. 
Financial Times (David Sheppard and Helen Warrell), 2025, “UK Government Undermined China Spying Probe to Protect Beijing Ties, Say Officials,” 

October 5. 
Financial Times (Edward White), 2025, “China Blames Trump and US for Escalating Trade War,” October 12. 
Financial Times (Christopher Miller et al.), 2025, “US Intel Guided Ukraine’s Strikes on Russian Energy Sites,” October 12. 
Financial Times (Edward White and David Sheppard), 2025, “Cai Qi: Xi Jinping’s Right-Hand Man Drawn into UK’s China Spy Drama,” October 16. 
Financial Times (Editorial), 2025, “The Boardroom Bet on Trump’s Industrial Policy,” October 21. 
Fox News (Kristine Parks), 2025, “Celebrities Who Called for Ceasefire in Gaza Face Scrutiny after Trump Peace Deal Breakthrough,” October 17. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Jochen Buchsteiner and Eckart Lohse), 2025, „Merz in Interview: ,Wir wollen die stärkste konventionelle Armee in 

Europa aufbauen‘“, October 17. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Stefan Locke), 2025, „Wir waren’s nicht, die NATO war’s!“, October 21. 
Gallagher, Mike, 2025, “The Oct. 7 Warning for the U.S. on China,” Wall Street Journal, October 7. 
Ganesh, Janan, 2025, “Politics Not Tech Makes the World Go Round,” Financial Times, October 22. 
Gazeta.ru («Газета.ru») (Dmitry Shumov (Дмитрий Шумов)), 2025, «Правительство Японии впервые возглавила женщина. Что о ней известно? 

[Japan has its first female prime minister. What do we know about her?]», October 21. 
Global Commission on Responsible Artificial Intelligence in the Military Domain (GC REAIM), 2025, “Responsible by Design: Strategic Guidance 

Report on the Risks, Opportunities, and Governance of Artificial Intelligence in the Military Domain,” The Hague, September. 
Hay, William Anthony, 2025, “‘Great Power Diplomacy’ Review: Making Friends and Allies,” Wall Street Journal, October 17. 
Hirndorf, Dominik, 2025, „Wahlverhalten von Menschen mit Migrationshintergrund“ Monitor Wahl- und Sozialforschung, Berlin: Konrad-Adenauer-

Stiftung, September. 
Hóng, Yúnxīn (洪云鑫), 2025, “Gāo-Má Tǐzhì' Nán Wěn Rìběn Zhèngtán [The 'Takaichi-Aso System' is Hard to Stabilize Japanese Politics/'高麻体

制'难稳日本政坛],” Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报»), October 11. 
Horowitz, Michael C., 2025, “Regulating Military Use of AI Is in Everyone’s Interest,” Financial Times, October 13. 
Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报»), 2025, “Shìpín: Pǔjīng Huíyīng Tèlǎngpǔ Chēng É ‘Zhǐlǎohǔ’ Yánlùn: Nà Běiyuē 

Yòusuàn Shénme? [Video: Putin responds to Trump's call of Russia a 'paper tiger': What about NATO?/视频: 普京回应特朗普称俄‘纸老虎’言
论: 那北约又算什么?],” October 3. 

Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报») (Editorial/社评), 2025, “Zhòng Nuò Shǒu Xìn Cáinéng Wěndìng ZhōngMěi Jīngmào 
Guānxì [Honoring commitments and upholding trust is the key to stabilizing China-U.S. economic and trade relations/重诺守信才能稳定中美
经贸关系],” October 12. 

Izvestia («Известия»), 2025, «В Индии стартовали российско-индийские учения ‹Индра-2025› [Russian-Indian military exercises have begun in 
India ‘Indra 2025’]», October 6. 

Jiang, Hsinbiao (江炘杓), 2025, “Rì, Měi, Ào ‘Wǔshìdào Wèishì 25’ Liánhé Yǎnxí Píngxī [Analysis of the Japan-US-Australia ‘Bushido Guardian 25’ 
Joint Exercise/日、美、澳「武士道衛士 25」聯合演習評析],” Taipei: Institute for National Defense and Security Research (INDSR) (國防安
全研究院), October 13. 

Kavanagh, Jennifer, 2025, “Here’s How Trump Can Prevent a War over Taiwan,” New York Times, September 15. 
Kirichenko, David, 2025, “Drone Superpower Ukraine Is Teaching NATO How to Defend against Russia,” Washington, D.C.: Atlantic Council (AC), 

October 2. 
Kirichenko, David, 2025, “Ukraine’s AI Drones Hunt the Enemy,” Washington, D.C.: Center for European Policy Analysis (CEPA), October 3. 
Konrad-Adenauer-Stiftung (KAS), 2025, „Zwischen Abgrenzung, Einbindung und Tolerierung: Fallbeispiele für den Umgang mit rechtspopulistischen 

Parteien in Europa“, Berlin, September. 
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世論とは何にもまして社会的現象であり、従ってそれは

権威の源泉であり、あらゆる権威は、世論の娘ではないか、

と問うことさえ出来るであろう。 … もしも民衆が科学を

信奉していなければ、科学的説明は何ひとつとして人々の

知的精神に影響を与えはしない。 
                          (エミール・デュルケーム) 

Opinion, primarily a social thing, is a source of authority, and it might even be asked whether all authority is not the daughter of 
opinion. . . . If a people did not have faith in science, all the scientific demonstrations in the world would be without any influence 
whatsoever over their minds. 

[L'opinion, chose sociale au premier chef, est donc une source d'autorité et l'on peut même se demander si toute autorité n'est pas 
fille de l'opinion. . . . Qu'un peuple n'ait pas foi dans la science, et toutes les démonstrations scientifiques seront sans influence sur 
les esprits.]                                                                                 (Émile Durkheim)  
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Le Monde (Philippe Mesmer), 2025, «La nationaliste Sanae Takaichi, première femme à la tête d’un gouvernement japonais», October 21. 
Lenta.ru («Лента.Ру») (Varvara Koshechkina (Варвара Кошечкина)), 2025, «‹Идите тогда и разберитесь›. Путин ответил Трампу на сравнение 

России с бумажным тигром ['Go ahead and figure it out then.' Putin responded to Trump's comparison of Russia to a paper tiger]», October 2. 
Lin, Fei-Fan (林飛帆), 2025, “Taiwan’s Plan for Peace through Strength: How Investments in Resilience Can Deter Beijing,” Foreign Affairs, October 9. 
Lin, Michael (林正二), 2025, “Pro-China Stance of the New Chair of the KMT,” Taipei Times, October 23. 
Macias, Jose M. III and Benjamin Jensen, 2025, “Signals in the Swarm: The Data Behind China’s Maritime Gray Zone Campaign Near Taiwan,” 

Washington, D.C.: Center for International and Strategic Studies (CSIS), October 8. 
Maurer, Kathrin, 2025, “The Eye in the Sky: What Denmark’s Drone Sightings Tell Us about Power and Fear down the Years,” Conversation, September 29. 
Mazarr, Michael J. et al., 2025, “Stabilizing the U.S.-China Rivalry,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, October. 
National Interest (Stavros Atlamazoglou), 2025, “The Pentagon Is Set to Spend $24 Billion on 296 More F-35 Fighters,” September 30. 
New York Times (Robert Jimison et al.), 2025, “Trump Administration Live Updates: President Renews Threat to Cut Federal Jobs during Shutdown,” 

September 30. 
New York Times (Javier C. Hernández), 2025, “Japan Has a New Leader, and She’s a Heavy Metal Drummer,” October 21. 
New York Times (Alan Rappeport), 2025, “Trump’s Sanctions on Russian Oil Sector Ratchet Up Economic War,” October 23. 
Newsweek (Ryan Chan), 2025, “Map Shows US and China’s Rival War Games in Contested Region,” October 14. 
Park, Marvin and David Sacks, 2025, “Taiwan Is Not for Sale: America Can Make a Good Deal with China without Abandoning the Island, Foreign 
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Prokopenko, Alexandra (Прокопенко, Александра), 2025, “The Cracks in Russia’s War Economy: How America and Europe Can Exploit Moscow’s 

Vulnerabilities.” Foreign Affairs, October 20. 
Reuters (John Geddie et al.), 2025, “Japan’s Far-Right Party Courts Trump Allies, Vows Not to Get ‘Wacky,’” October 1 
Reuters (Ben Blanchard and Ryan Woo), 2025, “Taiwan Says China Trying to Create Legal Basis for Attack with UN Resolution Interpretation,” October 1. 
Reuters (David Jeans), 2025, “How a Silicon Valley 'Warlord' Got the Pentagon’s Attention,” October 1. 
Reuters (Patricia Zengerle and David Brunnstrom), 2025, “Senior US Senator Wants to Boost Pressure on China over Taiwan,” October 4. 
Reuters (Mike Stone), 2025, “Anduril and Palantir Battlefield Communication System ‘Very High Risk,’ US Army Memo Says,” October 4. 
Reuters, 2025, “China Provides Intelligence to Russia on Ukraine Targets, Ukrainian Intelligence Says,” October 5. 
Reuters, 2025, “Philippines, China Trade Accusations over South China Sea Vessel Clash,” October 12. 
Reuters (Andrew Gray, Lili Bayer), 2025, “EU Commission Proposes Expanding 'Drone Wall' Plan to Protect More Areas, Sources Say,” October 14. 
Reuters (David Lawder and Andrea Shalal), 2025, “Greer, Bessent Blast China's Rare Earths Curbs, Urge Beijing not to Implement Them,” October 16. 
Reuters (Michael Holden), 2025, “MI5 Chief Frustrated by Collapse of UK China Spying Case,” October 17. 
South China Morning Post (Orange Wang and Shi Jiangtao), 2025, “US Retreat from UN May Create ‘Tremendous Opportunity’ for Nations Like 

China,” October 5. 
Straits Times, 2025, “Japan's Takaichi Makes History, but Women Ask: What Changes Now?” October 21. 
Tagesschau, 2025, „Ex-Mitarbeiter von AfD-Politiker Krah verurteilt“, September 30. 
Taiwanese Government, Ministry of National Defense (MND) (國防部), 2025, «Zhōnghuá Mínguó 114-nián Guófáng Bàogàoshū [ROC National 

Defense Report 2025/中華民國 114 年國防報告書]», Taipei, October 9. 
Thimm, Johnannes, 2025, The Beginning of the End of Democracy? How the US Is Sliding towards Authoritarianism,” SWP Podcast 2025/eP 02, 

Berlin: Stiftung Wissenschaft und Politik (SWP), October 9. 
Time Magazine (Simon Shuster), 2025, “How Ukraine Gamified Drone Warfare,” September 24. 
Times of Israel (Lazar Berman), 2025, “Netanyahu Says War against Hamas in Gaza Will Be Redubbed ‘The War of Revival,’” October 19. 
Wall Street Journal (Yoko Kubota and Chun Han Wong), 2025, “China’s Anti-Japan Dramas Get a Gen Z Makeover [中国抗日题材影视剧融入新元

素, 以吸引 Z 世代; WSJ 日本語版: 中国の抗日映画、Ｚ世代向けに進化],” September 26. 
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “Pete Hegseth and the Generals,” September 30. 
Wall Street Journal (Michael R. Gordon and Shelby Holliday), 2025, “Trump Tells Generals the Military Will Be Used to Fight ‘Enemy Within,’” 

September 30. 
Wall Street Journal (Bertrand Benoit), 2025, “Germany Jails Chinese Spy, Marking New Low in China-Europe Relations [一名中国间谍在德国被

判入狱, 中欧关系继续恶化],” September 30. 
Wall Street Journal (Michael R. Gordon and Alistair MacDonald), 2025, “Trump’s Drone Deal with Ukraine to Give U.S. Access to Battlefield Tech,” 

October 2. 
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “Why Not Let Ukraine Hit Moscow?” October 2. 
Wall Street Journal (Thomas Grove), 2025, “Putin Warns West as Drones Appear in European Skies,” October 3. 
Wall Street Journal (Jason Douglas), 2025, “Japan’s Ruling Party, Following Global Trend, Veers Right,” October 5. 
Wall Street Journal (Laurence Norman and James T. Areddy), 2025, “How China Secretly Pays Iran for Oil and Avoids U.S. Sanctions [中国如何秘

密向伊朗支付石油货款并规避美国制裁],” October 5. 
Wall Street Journal (James T. Areddy et al.), 2025, “How China Threatens to Force Taiwan into a Total Blackout [中国对台湾的致命威胁: ‘断电’危

机],” October 7. 
Wall Street Journal (Sune Engel Rasmussen), 2025, “Inside the West’s Race to Defend the Arctic [西方国家构筑北极防线道阻且长],” October 11. 
Wall Street Journal (Brian Schwartz et al.), 2025, “U.S., China Aim for a Delicate Balancing Act on Trade [中美两国正如何争相为贸易战降温],” 

October 13. 
Wall Street Journal (Steven Rosenbush), 2025, “AI Economics Are Brutal. Demand Is the Variable to Watch,” October 14. 
Wall Street Journal (Lingling Wei and Gavin Bade), 2025, “China, Betting It Can Win a Trade War, Is Playing Hardball with Trump [中国自信能打

赢贸易战, 正‘硬杠’特朗普],” October 14. 
Wall Street Journal (Steven Rosenbush), 2025, “AI Economics Are Brutal. Demand Is the Variable to Watch,” October 14. 
Wall Street Journal, Chinese edition (Huá'ěrjiē Rìbào/«华尔街日报») (Wèi Línglíng/魏玲灵), 2025, “Bié Zài Qīngxìn: Zhōngguó Yìngduì Měiguóde 

Cèlüè: ‘Shī Yí Cháng Jì Yǐ Zhì Yí’ [Stop Being So Gullible: China's Strategy for Dealing with the U.S.: ‘Learn from the Barbarians’ Techniques 
to Control Them'/别再轻信: 中国应对美国的策略: ‘师夷长技以制夷’; WSJ 日本語版: かなわぬなら、まねをせよ],” October 15. 

Wall Street Journal (Mike Cherney), 2025, “Fortifying America’s Pacific Front Line Is Getting Expensive and Difficult [关岛成美军印太新战略锚
点, 但面临成本与后勤挑战],” October 15. 

Wall Street Journal (Editorial), 2025, “Allies United against China on Rare Earths: Bessent Has the Right Idea, but then Why Hit Friends with Tariffs?” 
October 16. 

Wall Street Journal (Vera Bergengruen et al.), 2025, “Trump Turns Up Heat on Latin America,” October 20. 
Wall Street Journal (Jason Douglas), 2025, “Japan Gets Its First Female Leader, a Conservative Who Favors a Stronger Military,” October 21. 
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権威に服従する人々が抵抗手段を全く持たないならば、彼等は自尊心を喪失し、自発的な行動

は麻痺してしまうのである。そして(絶対的権力は絶対的に腐敗するという)アクトン卿の有名な

言葉を想起させる通り、無責任な権威はその対価を支払う事になるのだ。     (ケネス・アロー) 

Being subject to an authority against whom there is no recourse leads to a loss of self-
respect and an atrophy of autonomous behavior, and as Acton’s famous remark reminds us, 
the holder of irresponsible authority pays a price too.          (Kenneth Joseph Arrow)  
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Wall Street Journal (Brian Schwartz), 2025, “The U.S. Is Trying to Drive a Wedge between Argentina and China [美国试图离间阿根廷与中国关
系],” October 21. 

Wall Street Journal (Editorial), 2025, “About Trump’s Foreign Investment Funds,” October 21. 
Washington Post (Michael Birnbaum et al.), 2025, “Trump Authorizes Troops for Portland, Escalating Use of Military inside U.S.,” September 27. 
Washington Post (Noah Robertson et al.), 2025, “Military Leaders Voice Concern over Hegseth’s New Pentagon Strategy,” September 29. 
Washington Post (Alex Horton), 2025, “Pentagon Plans Widespread Random Polygraphs, NDAs to Stanch Leaks: Thousands of Uniformed and 

Civilian Officials Would Be Required to Sign Nondisclosure Agreements and Take Lie Detector Tests, as Defense Secretary Pete Hegseth Ramps 
Up War on Leakers,” October 1. 

Washington Post (Perry Stein et al.), 2025, “Former Trump Aide John Bolton Indicted over Handling of Classified Material,” October 16. 
Washington Post (Katie Tarrant and Maegan Vazquez), 2025, “Large Crowds Gather across the Country for ‘No Kings’ Protests of Trump,” October 18. 
Washington Post (Michael Birnbaum), 2025, “Putin Demanded Ukraine Surrender Key Territory in Call with Trump,” October 18. 
Wolf, Martin, 2025, “A World with Two Predatory Superpowers,” Financial Times, September 30. 
Xí, Jìnpíng (习近平), 2025, “Tuīdòng Luòshí Quánqiú Fāzhǎn Chàngyì, Quánqiú Ānquán Chàngyì, Quánqiú Wénmíng Chàngyì, Quánqiú Zhìlǐ 

Chàngyì [Promote the implementation of global development initiatives, global security initiatives, global civilization initiatives, and global 
governance initiatives/«推动落实全球发展倡议、全球安全倡议、全球文明倡议、全球治理倡议»],” Qiúshì/Qiushi («求是»), October 16. 

Xīnhuá Wǎng/Xinhua Wang (Xinhuanet/«新华网») (Jiǎ Hàochéng (贾浩成)), 2025, “Gāoshì Zǎomiáo Nèigé Chénglì Jiāngù Lìliàng Pínghéng qiě 
Bǎoshǒu Sècǎi Pónghòu [Sanae Takaichi Cabinet Formed: Balancing Power While Maintaining Conservative Stance/高市早苗内阁成立 兼顾
力量平衡且保守色彩浓厚],” October 21. 

Xīnhuá Wǎng/Xinhua Wang (Xinhuanet/«新华网»), 2025, “Dǎngde Èrshí-jiè Sìzhōng Quánhuì Shěnyì Tōngguò “Shíwǔwǔ” Guīhuà Jiànyì [The 
Fourth Plenary Session of the 20th CPC Central Committee reviewed and approved the 15th Five-Year Plan/党的二十届四中全会审议通过‘十
五五’规划建议],” October 23. 

 
外交・安全保障: Diplomacy and National Security—Conferences, Workshops and Seminars 
September 30: (Brussels) Atlantic Council (AC) and Atlantik-Brücke: “2025 Transatlantic Forum on GeoEconomics.” 
October 2: (an online event, Washington, D.C.) Center for a New American Security (CNAS): “‘Free, Open, and Secure’: Mobilizing for Indo-Pacific 

Security in 2025.” 
October 13~15: (Washington, D.C.) Association of the United States Army (AUSA): “AUSA 2025.” 
October 15: (an online event, Washington, D.C.) Center for a New American Security (CNAS): “Countering China’s Digital Silk Road.” 
October 16: (an online event, London) Chatham House: “From Chips to China–US Tensions: How Can Taiwan and Europe Work Together to Manage 

Shared Challenges?” 
October 22~23: (Hamburg) International Institute for Strategic Studies (IISS): “Global Security and Innovation Summit (GSIS).” 
October 23: (an online event, Washington, D.C.) Center for a New American Security (CNAS): “Stuck in the Cul-de-Sac: How U.S. Defense Spending 

Prioritizes Innovation over Deterrence.”   

 
その他—Information in Other Fields 
Agence France-Presse (AFP) (Pia Ohlin), 2025, “Trump Jeopardising US Role as Scientific Leader: Nobel Officials,” October 2. 
Baltzan, Beth, 2025, “Stable US-EU Trade Requires a New Approach to Globalization,” Washington, D.C.: Atlantic Council (AC), September 29. 
Bloomberg (Thomas Black), 2025, “The Era of Humanoid Robots Is Here. The US Needs Control,” September 29. 
Bloomberg (Brent Crane), 2025, “How Din Tai Fung Became America’s Top-Earning Restaurant Chain,” October 7. 
Bloomberg (Debby Wu), 2025, “TSMC Reports Better-Than-Expected Sales on Sustained AI Demand,” October 9. 
Bloomberg (Jo Constantz), 2025, “The Real AI Risk is ‘Meh’ Technology That Takes Jobs and Annoys Us All,” October 10. 
Bloomberg, 2025, “Xi’s Rare Earth ‘Bazooka’ Sparks Global Alarm, Race for Supplies,” October 14. 
Bloomberg (Weilun Soon and Serene Cheong), 2025, “China Escalates US Trade Fight with Curbs and Shipping,” October 14. 
Bloomberg (Sudhi Ranjan Sen et al.), 2025, “Google Plans $15 Billion Data Center in Biggest India Bet,” October 14. 
Bloomberg (Mark Gurman), 2025, “Apple to Build Tabletop Robot and Home Hub in Vietnam,” October 15. 
Bloomberg (Debby Wu), 2025, “Apple’s Cook Vows to Boost Chinese Investment during Visit,” October 15. 
Bloomberg (Nguyen Dieu Tu Uyen and Nguyen Kieu Giang), 2025, “Vietnam’s Hot Streak Builds on Apple Home Hub Bet, Trade Boom,” October 15. 
Bloomberg (Rachel Metz et al.), 2025, “Anthropic, Google in Talks on Multibillion-Dollar Cloud Deal,” October 21. 
Bloomberg, 2025, “American Eric Lu Crowned Winner of Chopin Piano Competition,” October 21. 
Bloomberg (Debby Wu and Felix Tam), 2025, “China Seeks Sensitive Data from US Firms in Semiconductor Probe,” October 22. 
Bloomberg (Kara Carlson), 2025, “Tesla Earnings Miss despite Record Third-Quarter Sales Surge,” October 23. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Oliver Smith), 2025, “Japanese Brewing Giant Asahi Hit by Cyber-Attack,” September 29. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Maia Davies), 2025, “What We Know about Manchester Synagogue Attack,” October 2. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Lily Jamali), 2025, “‘It's Going to Be Really Bad’: Fears over AI Bubble Bursting Grow in Silicon Valley,” 

October 11. 
British Broadcasting Corporation (BBC) (Marcus White), 2025, “Pupils Struggle to Spot Untrue AI Content – Report,” October 15. 
Business Times (Alexey Navolokin), 2025, “The Critical Edge for AI in Singapore,” October 11. 
Cable News Network (CNN) (Simone McCarthy), 2025, “China’s Jobless Youth Aren’t Happy with a Plan to Attract Foreign Professionals with a New 

‘K-Visa,’” October 2. 
CNA, 2025, “IMF Chief Says World Lacks Ethical, Regulatory Base to Manage Rise of AI,” October 14.  
CNBC (Dewardric L. McNeal), 2025, “With New Rare Earth Restrictions, It's Time for U.S. Market to Get Real about the Future Threat of Chinese 

Lawfare,” October 9. 
Conklin, Heather, 2025, “Billions Spent, (Almost) Zero Returns: The Leadership Gap Derailing AI’s Big Bet,” Forbes, October 16. 
Carden, Giles and Josh Freeman, 2025, “AI and the Future Universities,” Oxford: Higher Education Policy Institute (HEPI), October.  
Economist, 2025, “Cybercrime Is Afflicting Big Business. How to Lessen the Pain,” October 9. 
Economist, 2025, “X-rated, AI-generated Country Songs Are Taking over the Internet,” October 9. 
Economist, 2025, “How Sumo Wrestling Became a Hit in Britain,” October 21. 
Economist, 2025, “China’s Chipmakers Are Cleverly Innovating around America’s Limits,” October 22. 
Financial Times (Harry Dempsey et al.), 2025, “Chinese EVs Threaten Japan’s Dominance of South-East Asia Car Market,” September 30. 
Financial Times (Leo Lewis and Harry Dempsey), 2025, “Why Japan Resents Its Tourism Boom,” October 2. 
Financial Times (Jemima Kelly), 2025, “Crypto Skulduggery Isn’t a Bug, It’s the Whole Point,” October 5. 
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民主主義は、軍国主義的にも平和主義的にもなり得る。また

絶対主義的にも自由主義的にも、集権的にも分権的にも、進歩

的にも反動的にもなり得るのである。    (カール・シュミット) 

A democracy can be militarist or pacifist, absolutist or liberal, centralized or decentralized, progressive or reactionary. 
[Eine Demokratie kann militaristisch oder pazifistisch sein, absolutistisch oder liberal, zentralistisch oder dezentralisierend, 

fortschrittlich oder reaktionär.]                                                                 (Carl Schmitt)  
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Financial Times (Alice Hancock), 2025, “China Reroutes Clothes Exports to Europe after US Tariffs Upset Trade,” October 6. 
Financial Times (Andy Bounds et al.), 2025, “Dutch Government Takes Control of Chinese-owned Chipmaker Nexperia,” October 13. 
Financial Times (Editorial), 2025, “Europe Needs a Better Chip Strategy,” October 14. 
Financial Times (Kana Inagaki et al.), 2025, “Western Companies Warn of China Rare-Earth Supply Chain Chaos,” October 14. 
Financial Times (Antoine Gara et al.), 2025, “Harvard Suffers $113mn Loss after Trump’s Cuts to Research Funding,” October 16. 
Financial Times (Rana Foroohar), 2025, “America’s Rare Earth Delusion,” October 19. 
Financial Times (Tej Parikh), 2025, “China’s Innovation Paradox,” October 19. 
Forbes (Zachary Folk), 2025, “Apple Will Invest More in China despite Trade Dispute with Trump, Chinese Government Says,” October 15. 
Forbes (Anna Tong), 2025, “These Well-Funded AI Startups Are Building Humanoid Robots in Stealth,” October 15. 
Forbes (Laurel Donnellan), 2025, “Stop Panicking about AI and Start Developing Fluency: A Simple Guide for Non-Tech Professionals,” October 18. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Susanne Preuß and Benjamin Wagener), 2025, „VW prüft den Stopp der Produktion“, October 21. 
Frankfurter Allgemeine Zeitung (Reuters), 2025, „China ist wieder Deutschlands wichtigster Handelspartner“, October 22. 
Gizmodo.com (AJ Dellinger), 2025, “DeepSeek Model ‘Nearly 100% Successful’ at Avoiding Controversial Topics,” September 20. 
Hardcastle, Kimberley, 2025, “How Generative AI Is Really Changing Education – by Outsourcing the Production of Knowledge to Big Tech,” 

Conversation, September 29. 
Harvard Crimson (Graham W. Lee et al.), 2025, “Harvard Business School Uses AI to Evaluate Students’ Work, Dean Says,” October 1. 
Indian Express (Tech Desk), 2025, “Ex-Google CEO Eric Schmidt Warns US Tech Workers: Competing with China’s May Mean Sacrificing Work-

Life Balance.” October 5. 
Le Monde, 2025, «Le Louvre victime d’un spectaculaire cambriolage, huit bijoux d’une ‹valeur inestimable› dérobés», October 19. 
Los Angeles Times (Kelvin Chan and Matt O’Brien), 2025, “How Long Can the AI Boom Continue at This Pace?” October 9. 
Miller, Chris and John Allen, 2025, “Europe Is Losing the Chips Race: The Continent Needs More Cooperation with America—Not Less,” Foreign 

Affairs, October 16. 
MIT Technology Review (Nilesh Christopher), 2025, “OpenAI Is Huge in India. Its Models Are Steeped in Caste Bias,” October 1. 
New York Times (Michael C. Bender), 2025, “Health Department Moves to Block Harvard from Future Research Grants,” September 29. 
New York Times (Keith Schneider), 2025, “Jane Goodall, Eminent Primatologist Who Chronicled the Lives of Chimps, Dies at 91,” October 1. 
New York Times (Alan Blinder), 2025, “All but 2 Universities Decline a Trump Offer of Preferential Funding,” October 20. 
O’Neil, Shannon K., 2025, “The New Supply Chain Insecurity: Fortress America Is Not a Safer America,” Foreign Affairs, October 21. 
OpenAI, 2025, “Sora 2 Is Here,” San Francisco, CA, September 30. 
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2025, “OECD Guidelines on Measuring Subjective Well‑being (2025 Update),” 

Paris, October.  
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2025, “Economic Benefit of Promoting Healthy Ageing and Community Care,” 

Paris, October.  
Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD), 2025, “OECD Corporate Governance Factbook 2025,” Paris, October.  
Oxford University Press, 2025, “Teaching the AI-Native Generation: Empowering Schools in the Age of AI,” Oxford, October. 
Reuters (Eduardo Baptista), 2025, “China’s Huawei Co-Develops DeepSeek Mode, Improves Censoring,” September 19. 
Reuters (Aditya Soni and Echo Wang), 2025, Trump's New Visa Fees Spur Offshoring Talks, Hiring Turmoil,” September 24. 
Reuters, 2025, “Taiwan Says Still Assessing Impact of China Rare Earths Curbs on Chip Industry,” October 12. 
Reuters (Philip Blenkinsop), 2025, “EU Seeks US Alliance to Counter China Rare Earth Crackdown,” October 14. 
Reuters (Philip Blenkinsop), 2025, “EU Presses US to Drop Tariffs on Metals Content,” October 15. 
Reuters, 2025, “EU Floats Conditions such as Tech Transfers for China Investments,” October 15. 
Reuters (Nathan Vifflin and Toby Sterling), 2025, “Global AI Rush Helps ASML Beat Orders Estimates, but China Outlook Dims,” October 15. 
Reuters, 2025, “Opinions Split over AI Bubble after Billions Invested,” October 17. 
Reuters, 2025, “Amazon Cloud Outage: Online Services Hit, Recovery Uneven,” October 21. 
Reuters (Marcelo Teixeira), 2025, “No New US Soy Sales to China, Nothing Being Loaded, Say US Soy Groups,” October 22. 
Sargent, Matthew et al., 2025, “Majority of Americans See U.S. Leadership in AI as Crucial, Survey Finds,” Santa Monica, CA: RAND Corporation, October.  
Sheehan, Matt and Scott Singer, 2025, “How China Views AI Risks and What to Do about Them,” Washington, D.C.: Carnegie Endowment for 

International Peace (CEIP), October 16. 
Shěn, Yì (沈逸), 2025, “Cóng Kējì Bàlíng Kàn “Měiguó Lìwài” [Examining “American Exceptionalism” through the lens of tech bullying/从科技霸

凌看‘美国例外’],” Huánqiú Shíbào/Huanqiu Shibao (Global Times/«环球时报»), October 16. 
South China Morning Post (Carol Yang), 2025, “China Unveils Giant ‘Robot Boot Camps’ to Train Up World-Leading Humanoids,” September 27. 
South China Morning Post (Stephen Chen), 2025, “Space Pull System: China’s Industrial Revolution to Make Rockets and Satellites Like Cars,” 

September 28. 
South China Morning Post (Ling Xin), 2025, “US Records Shed Light on Forgotten Western Victims of Japan’s WWII Human Experiments,” October 4. 
South China Morning Post (Mandy Zuo), 2025, “As China’s Population Falls, 300,000-Strong Robot Army Keeps Factories Humming,” October 6. 
South China Morning Post (Dannie Peng), 2025, “Why Egypt Draws Fire When Chinese Question the West’s Version of World History,” October 10. 
South China Morning Post (Finbarr Bermingham), 2025, “EU to Insist on Chinese Tech Transfer, as It Looks to ‘Flex Its Muscles’ on Rare Earth 

Curbs,” October 14. 
Straits Times (Lim Min Zhang), 2025, “China Ramps Up Rare Earth Restrictions, in Move to Beef Up Position for US Trade Talks,” October 10. 
Times Higher Education (THE) (Jack Grove), 2025, “Low-Quality and AI-Generated Papers ‘Could Overwhelm Publishing,’” October 16. 
United States Congress, House Select Committee on the Strategic Competition Between the United States and the Chinese Communist Party, 2025, 

“Selling the Forges of the Future: How the CCP Gets Its Key Equipment for Making Semiconductors from U.S., Dutch, and Japanese Companies,” 
Washinton, D.C., October 9. 

United States Congress, Senate Committee on Banking, Housing, and Urban Affairs, 2025, “Statement by Senator Elizabeth Warren on Senate Passage 
of Landmark Bipartisan GAIN AI Act,” Washington, D.C., October 9. 

Wall Street Journal (Christopher Mims), 2025, “What Are ‘World Models’? The Key to the Next Big AI Leap,” September 26. 
Wall Street Journal (Lingling Wei), 2025, “The China Paradox: Answering Your Queries on the Tech Race [魏玲灵, ‘中国悖论’: 就美中科技竞争

答读者问; WSJ 日本語版: 中国のパラドックス: ハイテク競争で核心突く読者の質問に答える],” September 30. 
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “America’s Pharmacist in Chief,” October 1. 
Wall Street Journal (Brian Schwartz et al.), 2025, “Trump Explores Bailout of at Least $10 Billion for U.S. Farmers,” October 2. 
Wall Street Journal, Chinese edition (Huá'ěrjiē Rìbào/«华尔街日报») (Wèi Línglíng/魏玲灵), 2025, “Bié Zài Qīngxìn: Měiguó Shāngjiè Tíchū duì 

Huá Xīncèlüè [Stop Being So Gullible: American Business Proposes New Strategy for China/别再轻信: 美国商界提出对华新策略],” October 8. 
Wall Street Journal (Editorial), 2025, “Immigrants and American Nobel Prizes,” October 8. 
Wall Street Journal (Christopher Mims), 2025, “America’s Manufacturing Resurgence Will Be Powered by These Robots,” October 9. 
Wall street Journal (Andrew Tangel), 2025, “Can These Self-Flying Planes Transform the Skies?” October 9. 
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君主は野獣の気性を適切に学ぶ必要があるが、この場合、野獣の中でも

狐とライオンに学ぶようにしなくてはならない。 
                                        (ニッコロ・マキャヴェリ) 

A prince . . . being compelled knowingly to adopt the beast, ought to choose the fox and the lion. 
[Sendo . . . uno principe necessitato sapere bene usare la bestia, debbe di quelle pigliare la golpe e il lione.]     

      (Niccolò Machiavelli)     
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Wall Street Journal (Robbie Whelan), 2025, “The Old-School Tech CEO Leading Nvidia’s Main Rival [执掌英伟达头号竞争对手的老派科技 CEO],” 
October 10. 

Wall Street Journal (Yuka Kubota), 2025, “China Goes All In on U.S. Trade Battle, With Qualcomm in the Crosshairs [中国在对美贸易战中全面出
击, 高通成为靶心],” October 10. 

Wall Street Journal (Douglas Belkin and Natalie Andrews), 2025, “MIT Rejects Trump’s Sweeping ‘Compact’ Offering Colleges Funding Advantages,” 
October 10. 

Wall Street Journal, 2025, “China to Impose Special Port Fees on U.S. Vessels [中国将对美国船只征收特别港务费],” October 10. 
Wall Street Journal (Jon Emont and Christopher Otts), 2025, “GM’s Rare-Earth Gamble Pays Off as China Tightens Magnet Exports [中国收紧出口

管制之际, 通用汽车的稀土磁体布局优势凸显],” October 12. 
Wall Street Journal (Brian Spegele), 2025, “China Detains Prominent Underground Pastor, Drawing Rebuke from U.S. [中国拘留知名地下教会牧

师, 招致美国谴责],” October 12. 
Wall Street Journal (Robert McMillan), 2025, “Chinese Criminals Made More Than $1 Billion from Those Annoying Texts [中国犯罪团伙利用诈骗

短信获利超 10亿美元, 美国人不胜其扰],” October 14. 
Wall Street Journal (Sharon Terlep and Stephen Wilmot), 2025, “The Rest of the World Is Following America’s Retreat on EVs [美国电动车热潮退

却, 全球跟风‘踩刹车’],” October 14. 
Wall Street Journal (AnnaMaria Andriotis), 2025, “Goldman Sachs Pursues Bigger Share of AI Infrastructure Financing Boom,” October 17. 
Wall Street Journal (Rory Jones), 2025, “American Bankers Are Making a Mint Helping China Inc. Go Global [美国投行因助力中国公司出海获利

丰厚],” October 17. 
Wall Street Journal (Christopher Mims), 2025, “OpenAI’s Chip Strategy: Pair Nvidia’s Chocolate with Broadcom’s Peanut Butter,” October 17. 
Wall Street Journal (Tim Higgins), 2025, “The Fight over Whose AI Monster Is Scariest,” October 18. 
Wall Street Journal (Hannah Miao), 2025, “A New Challenge for China’s Economy: ‘Involution,’[中国经济面临新挑战: ‘内卷’],” October 18. 
Wall Street Journal (Jon Emont), 2025, “How China Took Over the World’s Rare-Earths Industry [中国在全球稀土产业的主导地位是如何形成

的?],” October 19. 
Wall Street Journal (Berber Jin), 2025, “How Sam Altman Tied Tech’s Biggest Players to OpenAI,” October 20. 
Wang, Dan (王旦), 2025, “How China Could Pull Ahead in the AI Race,” Financial Times, October 9. 
Washington Post (Yuri Kageyama, AP), 2025, “Nvidia and Fujitsu Agree to Work Together on AI Robots and Other Technology,” October 3. 
Witt, Stephen, 2025, “The A.I. Prompt That Could End the World,” New York Times, October 10. 
Xǔ, Qí'ān, (许祺安), 2025, “Náméiná Nuòbèi'ěr Jiǎng Bùshì Dìngyì Zhōngguó Fāzhǎn Shuǐpíngde Zhǐbiāo [Winning a Nobel Prize is not an indicator 

of China's development level/拿没拿诺贝尔奖不是定义中国发展水平的指标],” Běijīng Rìbào/Beijing Ribao («北京日报»), October 16. 
Xu, Selina (徐瑟琳) and Helen Zhang (张海伦), 2025, “The Chinese Robots Are Coming: China Is Miles Ahead in the Race to Dominate a Technology 

That Could Define the 21st Century,” Washington Post, October 9. 
ZDNET.com (Webb Wright), 2025, “AI Use Is Up, but Organizations Still Aren't Seeing Gains, Atlassian Study Finds,” October 13. 
Zhōngyāng Tōngxùnshè/Zhongyang Tongxunshe (Central News Agency (CNA)/(中央通訊社)) (吳睿騏), 2025, “Zhèng Lìjūn: Cóng Wèi Zuòchū 

Jīngpiàn Wǔwǔ-fēn Chéngnuò Yě Bùhuì Dāyìng Cǐ Tiáojiàng [Cheng Li-chun: We have never made a 50/50 commitment to chips and will not 
agree to this condition/鄭麗君: 從未做出晶片五五分承諾 也不會答應此條件],” October 1. 

Event: September 30~October 2: (Seoul) IEEE Robotics and Automation Society (IEEE RAS): “IEEE-RAS 24th International Conference on 
Humanoid Robots.” 

Event: October 2: (a hybrid event, London) Chatham House: “Beyond the Hype: The Realities and Risks of Artificial Intelligence Today.” 
Event: October 15~17: (Shanghai) World Federation of Engineering Organizations (WFEO) (世界工程组织联合会), China Association for Science 

and Technology (CAST) (中国科学技术协会) and others: “General Assembly (2025 GA) and the Global Engineering Congress (GEC): 
Engineering Shapes a Green Future (2025世界工程组织联合会全体大会・全球工程大会: 工程塑造绿色未来).” 

Event: October 15~17: (Shenzhen (深圳)) Shēnzhèn-shì Bàndǎotǐ Hángyè Xiéhuì (Shenzhen Semiconductor and Integrated Circuit Industry Alliance 
(SZSIA)/深圳市半导体行业协会) and Shēnzhèn-shì Zhòngdà Chǎnyè Tóuzī Jítuán (Shenzhen Major Industry Investment Group/深圳市重大
产业投资集团): “2025 Wānqū Bàndǎotǐ Chǎnyè Shēngtài Bólǎnhuì (Wān Xīn Zhǎn) [Bay Area Semiconductor Ecosystem Expo 2025/2025 湾
区半导体产业生态博览会 (湾芯展)].” 

 

3. 編集後記 

国際社会に不確実性が高まる中、対応策を巡り議論が白熱する事は一見良いように映るが…。 
米 Foreign Affairs 誌の website に 10 月 3 日、外交問題評議会(CFR)のベン・スティール氏が非常に興味深い論文を掲載した(“Reading Schmitt in 

Beijing: How China’s Rise Provoked America’s Illiberal Turn”)。同氏は中国の抬頭により、米国の自由民主主義(liberal democracy)が“非自由的”民主主義
—ドイツの政治学者カール・シュミットが語る“人民投票的指導者民主主義(plebiscitary democracy; plebiszitäre Demokratie )”—に変化した事を語った。 
彼に依れば 2003 年以降、中国の知識人の中でシュミット(卡尔·施密特)に関心が高まっているらしい。筆者は前述したホフマン教授と共にHarvard

でシュミットの著作も読んだ思い出がある。シュミットは「民主主義には必然的に同質性が先ず要求される。次に必要とならば、異質な者の排除
或いは根絶が要求される(Zur Demokratie gehört also notwendig erstens Homogenität und zweitens - nötigenfalls - die Ausscheidung oder Vernichtung des 
Heterogenen)」と述べ、民主主義が“自由”的から“人民投票的指導者”的に変化した時、「異質な者の排除或いは根絶」へと傾く危険性を示唆した。
そうなると(独ヴァイマール共和国衰退時と同様)「今日、議会主義の状況は極めて危機的だ。それは現代大衆民主主義が発展し、論拠に基づく公開
討論を形式的で空虚なものにしてしまったからだ(Die Lage des Parlamentarismus ist heute so kritisch, weil die Entwicklung der modernen Massendemokratie 
die argumentierende öffentliche Diskussion zu einer leeren Formalität gemacht hat)」という事態に陥るのだ(Der Gegensatz von Parlamentarismus und moderner 
Massendemokratie, 1926 (邦題: 『議会主義と現代の大衆民主主義との対立』)。  
最近の政策論争を観察すれば、感情的・拒絶的な意見が支配的になっているように思えるのは筆者だけではあるまい。国のため、人類のために

“熱く”語る事は勿論大切である。だが、それにも限度があると思う。理性的・受容的な形で政策を冷静に議論する必要があるのではないだろうか。
敬愛する福澤諭吉先生は 1892(明治 25)年に「政論に醉ふ勿(なか)れ」と題して浅薄な政治論議を慎むよう諭した。当時の日本は選挙干渉に絡み世情
が騒然として、板垣退助は 6 度目の暗殺未遂事件に遭遇し、久米邦武帝国大学教授が筆禍事件に遭っていた。こうした中、福澤先生は、人は酒に
関し“下戸と上戸”に別れるとして「一盃の酒に酩酊して苦しむ者あれば飮めば飮むほどますます酒味を愛して容易に醉はざる者あり」と語った。
そして書籍・新聞・演説を少し知っただけで「狂奔煩悶(キョウホンハンモン)するは政論の下戸」で、「腦中の空しき」証拠と断じたのだ。  

福澤先生が語る“政論の上戸”を目指し、内外の正確かつ最新の知見を習得するよう努力するつもりだ。以上 
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